
「ワーケーション」「二地域居住」定着のカギは地方のモビリティ
ウィズコロナ時代の新しい働き方に応じた交通インフラ整備を
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　新型コロナウイルスの感染拡大は多く

の企業にテレワークを広げ、ワーカーたち

が働く場所を見直すきっかけになった。そ

こで注目が集まっているのが、地方の観光

地で休暇を取りながら仕事もこなす「ワー

ケーション」や、都市と地方の両方に拠点

を持って仕事をする「二地域居住」であ

る。ただし、この動きが広がり、定着するた

めには、乗り越えなければならない壁があ

る。それは、マイカーを持たずに来訪した

ワーカーたちの、地方における移動手段を

どう確保するかという問題である。従来か

ら大きな課題となってきた、交通インフラ

の問題である。

　地方では、マイカーがないと生活が成り

立たないケースが多い。電車や路線バス

は、路線や本数が限定されており、こちら

の都合に合わせた利用は難しい。それでは

タクシーはどうかというと、車両数も少な

く、地方に出張して駅に着いたらタクシー

がなくて困った、という経験をした人も多

いだろう。採算が合わずに事業者が廃業

したり、営業所が撤退したりした地域もあ

る。地方へ移住するワーカーであれば、マ

イカー購入を検討する人が多いかもしれ

ないが、一時的に滞在するワーケーション

や、仕事の都合に合わせて行き来する二地

域居住の場合は、そうはいかない。どうし

ても、現地の移動手段を利用することが必

要になる。

　従来からIターンやUターンを誘致して

きた地方の自治体にとっては、新型コロ

ナの影響により、地方に深く関わる「関係

人口」を増やすチャンスが生まれたが、こ

のチャンスを生かして活性化に結び付け

るためには、改めて地域の移動手段を拡

充し、モビリティ向上を目指さなければな

らない。筆者は、その解決策の一つが、地

方で多くの住民が所有しているマイカー

を活用した「自家用有償旅客運送」制度

だと考える。地元住民が登録ドライバーと

なり、都市部からテレワークをするために

訪れたワーカーらを対象に、マイカーで

輸送サービスを行うというものである。マ

イカーを用いて他人を有償で輸送するこ

とは、道路運送法で原則禁止されている

が、自家用有償旅客運送は、事前に自治

体の首長や交通事業者等が合意すること

や、ドライバーが通常の1種免許に加えて

大臣認定講習を受講したりすることを条

件に、例外的に認められている。

　ここで、自家用有償旅客運送の問題点を

押さえておく必要がある。これまで、全国

的に導入が広がってこなかった要因の一つ

には、登録ドライバーが受け取る収入が少

ないため、担い手が不足しているという問

題がある。この制度では、輸送の対価は、タ

クシー料金の半額程度が目安とされてい

るためである。しかし、ワ―ケーションや

二地域居住のように、都市部から来訪する

ワーカーたちが乗客となれば、改善が期待

できる。これまでのように地域の高齢者ら

を主な乗客と想定した場合、輸送範囲は自

宅から病院や薬局、役所など近距離が多

いと考えられたが、都市部から訪れるワー

カーが乗客となれば、空港や近郊の観光

地、人里離れたエリアの宿泊施設など、輸

送範囲がより広範になると予想される。輸

送距離が延びれば、ドライバーの収入が増

え、担い手確保がより容易になると考えら

れる。ただし、今後の推移を見守り、導入の

ハードルが依然高いようであれば、さらな

る制度の見直しが必要となるだろう。

　インバウンドの激減により稼働率が低

迷するホテル、旅館などの一部は、既に

ワーケーション向けプランを販売し始め

ている。しかし、ワーカーたちに中期的・

繰り返し滞在してもらうためには、ホテル

や旅館が所有する専用車両だけでは移動

ニーズに応えきれない可能性がある。そこ

で、もし地域に自家用有償旅客運送が導入

されれば、地元のホテルや旅館などと連携

した企画が可能になり、リピーター確保に

つながるかもしれない。そしてワーカーた

ちが地域の観光地や飲食店などで消費す

れば、地域経済が潤う。

　ワーケーションや二地域居住などの新

しい働き方は、ウィズコロナ、アフターコロ

ナの一つのキーワードになっている。その

拠点となる宿泊施設やシェアハウス、シェ

アオフィス等の整備は企業などが先行し

て行っているが、ワーカーたちが実際にそ

の地域で生活していけるかどうかは、拠点

外での移動手段が整っているかどうかに

かかっている。その対策は、一企業、一個

人で取り組むことは難しい。自治体が主導

し、地域の住民や企業と協力することが必

要不可欠である。ウィズコロナの新しい働

き方から生まれた地方活性化のチャンス

を定着させるカギは、地方の関係者が連

携してモビリティ向上を急ぐことにあると

考える。
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